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はじめに

⚫ 大規模電事業者と新電力のベースロード電源へのアクセス環境のイコールフィッティングを図り、更
なる小売競争の活性化を図る仕組みとしてベースロード市場(以下「ＢＬ市場」という。)を創設し、
2019年7月よりJEPXにおいてオークションが開始された。

⚫ 2021年3月の第48回制度検討作業部会では、2020年度のオークション結果について報告のう
え、BL市場の活性化に向けた論点についてご議論いただいた。そして、制度改善を求める声を踏
まえ、2021年度から１月下旬頃に供出任意として第4回オークションを開催すること、預託金
水準を3%から1%へ引き下げることとした。

⚫ 今回は2021年度初めて行われた第4回オークションを含む2021年度のＢＬ市場取引状況につ
いて報告を行うとともに、今後のＢＬ市場の在り方に関してご議論いただきたい。



１．ベースロード市場の概要
２．ベースロード市場の現状
３．ベースロード市場の在り方に関する論点
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(参考)BL市場の概要（1/2）

⚫ BL市場は、新電力によるベースロード電源へのアクセスを容易にすることを目的とし、日本全体の
供給力の約9割弱を占める大規模電事業者（旧一般電気事業者・電発）が保有するベース
ロード電源（石炭火力・大型水力・原子力・地熱）の電気の供出を制度的に求め※1、新電力
が年間固定価格で購入可能とする市場。 ※1 大規模電事業者以外も同市場で電気を販売可能（任意）

⚫ BL市場で取引される商品は、主として長期断面で見た需要家のベース需要に対する供給力とし
て、実需給の数か月前の段階から確保することを小売事業者が志向するものであり、その点におい
ては、同市場は先渡市場の一種※2と考えられる。

※2 旧一般電気事業者等の供出義務者に対して、供出上限価格以下で一定量の市場供出を求める一方、新電力等に対しては、設定した購入枠
の範囲内で商品の購入可能とする点やシングルプライスオークション方式を採用している点等で、既存の先渡市場とは異なる。

先渡市場

相対契約

ベースロード市場

先物市場

スポット市場 時間前市場

【１年前以上】 【数か月～１日前】 【直前】

取
引
所

相
対

実需給と取引時期の関係



項目 内容

特徴 新電力によるBL電源へのアクセスを容易にすることを目的とし、BL電源（石炭火力・大型水力・原子
力・地熱）の電気の供出を制度的に求め、新電力が年間固定価格で購入可能

創設時期 2019年7月

市場管理者 日本卸電力取引所（JEPX）

主な取引主体 ・売入札：旧一般電気事業者、電源開発（新電力の売入札も制限されていない）
・買入札：新電力（旧一般電気事業者の自エリアが含まれる市場以外での買入札も制限されていな
い）

取引商品 燃調等のオプションを具備しない受渡期間1年の商品（受渡し開始はオークションの翌年4月）

取引方法 ・シングルプライスオークション
・受渡し年度の前年度に、年4回（7月、9月、11月、1月）オークションを開催 ※1

受渡方法 スポット取引を通じて受渡し

市場範囲 ①北海道エリア、②東日本エリア、③西日本エリアの3市場

取引単位 100kW

取引手数料 売買ともに約定した入札1件あたり10,000円（税別）

預託金 受け渡しが完了していない商品の買い代金に0.01を乗じた額 ※2

(参考)BL市場の概要（2/2）

4

※1 2021年度より、第4回として1月オークションが追加された。
※2 2021年度より、日本卸電力取引所にて、預託金水準が0.01（1％）へ引下げられた。
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(参考)小売電気事業者によるＢＬ市場に対するニーズについて

(出所)第61回制度設計専門会合 (2021年5月31日) 資料３より



6

第4回オークションの開催について

(出所)第48回制度検討作業部会 (2021年3月26日) 資料5より

⚫ 第48回制度検討作業部会(2021年3月26日)の議論を踏まえ、2021年度より年明け(1月
下旬頃)に第4回オークションを実施するとした。また、大規模発電事業者に対しては市場への供
出を制度的に求めず、各社の判断による任意参加とした。
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預託金水準の引き下げについて

⚫ 第48回制度検討作業部会(2021年3月26日)の議論を踏まえ、ＪＥＰＸの取引規定に基づく
預託金(買い代金の3%)が買手事業者の負担となっていることを受け、預託金水準を引き下げる
こととした。2021年度から預託金を買い代金の1%とした。

(出所)第48回制度検討作業部会 (2021年3月26日) 資料5より



１．ベースロード市場の概要
２．ベースロード市場の現状
３．ベースロード市場の在り方に関する論点

8



2021年度ＢＬ市場(2022年度受渡分)の約定量について

⚫ 2021年度第３回オークションは合計49.1億kWhと過去最高の約定量となり、年度別約定量と
しても、総量65.5億kWhと過去最大量となった(2019年度約定量の1.4倍、2020年度約
定量の2.3倍)。

⚫ 2021年度は第４回オークションが初めて開催され、約定量は計5.1億kWhとなり(2021年度
合計約定量の7.8%) 、大規模発電事業者の供出は任意であるも2021年度第１回オークショ
ン約定量を上回った。他方、北海道エリアでは約定しなかった。

第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第1回 第2回 第3回 第4回
2019年

度

2020年

度

2021年

度

2019年度オークション 2020年度オークション 2021年度オークション 年度合計

北海道 1.1 0.2 1.1 0.4 0.4 0.2 2.0 0.4 0.4 2.4 1.0 2.8

東日本 7.7 2.4 17.0 4.4 1.7 3.3 0.6 0.4 12.9 0.7 27.1 9.4 14.6

西日本 7.3 4.7 5.4 4.9 7.4 6.3 0.8 7.1 35.9 4.4 17.4 18.6 48.2
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2021年度ＢＬ市場(2022年度受渡分)の約定価格について

⚫ 2021年度オークションにおいて、約定価格は前年度と比較して全エリアにおいて上昇傾向となった。

⚫ 各オークション開催時に取引可能な先物市場価格と比較すると、第3回オークションまでは先物市
場価格の年間平均値と同水準か同水準以下であったが、第4回オークションでは両エリアともにＢ
Ｌ市場約定価格が上回った。

1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目 4回目

2019年度取引 2020年度取引 2021年度取引

北海道 12.47 12.37 12.45 8.63 9.09 9.19 11.53 12.3 15.69

東日本 9.77 9.95 9.4 7.52 7.65 7.4 10.92 12.16 13.42 14.87

西日本 8.7 8.47 8.7 6.5 6.06 6.2 9.47 10.23 10.63 14.50
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[円/kWh]

(参考)2021年度オークション
直近月までの１年間平均エリアプライス※2

1回目 2回目 3回目 4回目

北海道 12.54 12.74 13.51 14.59

東日本 12.26 12.66 13.38 14.68

西日本 11.80 12.29 13.07 14.39

1回目 2回目 3回目 4回目

東日本 10.93 11.90 14.83 14.76

西日本 10.02 11.11 13.62 14.47

(参考)各オークション開催時に参照できる
先物市場価格の年間平均値※１

※1:各オークション開催時点で取引可能な一番先の
限月から遡った１年間分の先物市場価格帳入値段
単純平均にて算出。東京商品取引所HPの情報をもと
に事務局にて作成。

※2:オークション直近月までの平均値であり、
第1回:2020年7月1日～2021年6月30日
第2回:2020年9月1日～2021年8月31日
第3回:2020年11月1日～2021年10月31日
第4回:2021年1月1日～2021年12月31日
の期間をもとに事務局にて算定。
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2021年度ＢＬ市場(2022年度受渡分)の入札価格について

⚫ 2021年度の入札価格は、両年度ともに比較的分散した価格帯にて入札されており、回数を重ねるにつれ、
売り/買いの価格水準の乖離が縮小する傾向が見られる。

⚫ 固定価格での受け渡しであるため、燃料費増減リスクの見積もりに差が生じ第１～２回のオークションでは約
定量増加に繋がらなかったものの、徐々に買手の価格目線が上昇し、2021年度については第3回で大きく
約定したと考えられる。

⚫ 2021年3月9日に電力・ガス取引監視等委員会より公開された2021年度第4回オークション監視結果にお
いても、小売電気事業者は、スポット市場の価格や需要の変動リスクを定量的に評価し、そのリスク量が経営
体力の範囲内に収まっていることを定常的に管理するとともに、ＢＬ市場で受け渡しされる商品がリスクヘッジ
の一つの手段になる点に考慮した入札を行うことが望ましいとしている。

応札札の平均価格

売札平均価格 買札平均価格

2021年度
第１回オークション

11.61円/kWh 8.31円/kWh

2021年度
第2回オークション

12.73円/kWh 9.08円/kWh

2021年度
第3回オークション

13.17円/kWh 10.82円/kWh

入札価格の分布イメージ

(出所)「2022年度分ベースロード取引市場(第3回オークション)に係る監視について」(2021年1月13日)より一部更新
「2022年度分ベースロード取引市場(第4回オークション)に係る監視について」(2022年3月9日)

※2021年度第4回オークションに関しては、任意参加であること、売り札数等勘案し明記していない。
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北海道 10.2 8.9 7.1 7.6 6.3 6.5 13.2 9.0 12.2 9.7

東日本 127.4 112.2 119.1 110.0 98.1 110.6 167.9 160.1 154.4 130.8
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2021年度ＢＬ市場(2022年度受渡分)の売入札量・買入札量について

⚫ 売入札量について、第４回オークション以外は供出を制度的に求めているため同程度で推移。供出が任意で
ある第4回では売入札量は大幅に減少したが、第4回オークション開催決定時に参考にした2020年度の
約定量(年間合計29.1億kWh)以上の売入札量※１は確保することができた。

⚫ 買入札量について、2021年度は過年度と比較し全エリアにおいて入札量増加傾向であり、スポット市場の価
格や燃料価格の推移等踏まえ買手側のＢＬ市場へのニーズが拡大していると考えられる。

⚫ 2021年度においても売入札量は買入札量の2倍以上となった。また、約定量は年間計65.5億kWhであり
2021年度買入札量の約5.9%、新電力の年間販売電力量※2の4.2%となった。

売入札量 買入札量・約定率

627.9 611.8 623.8

681.9 668.1 667.8

752.6 748.8 740.8

40.3

232.3
203.4 211.3 193.4 177.9 187.7

302.2
271.3 275.8 246.1

[億kWh] [億kWh] [%]

※1:第48回制度検討作業部会(2021年3月26日)資料5にて第四回オークション開催を議論した際「任意参加の場合においても、事業者へのヒアリング結果より、現状の約定量以上の市場
供出が見込まれる」としていた。

※2:電力取引報によれば、新電力の年間販売電力量(2020年4月～2021年3月)は沖縄以外で1,530億kWh。
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2021年度ＢＬ市場(2022年度受渡分)の買手事業者数について

⚫ 2021年度は市場に参加した買手事業者数は2020年度と比較し増加した。

⚫ 2021年度の各回に参加した買手事業者数は63~70社と同水準で推移しているが、2021年度オークショ
ンに参加した買手事業者の総数は96社であり、各回毎に参加事業者が入れ替わっていた。 2021年度新
たにＢＬ市場に参入した買手事業者数は29社であり、2020年度と比べて増加していた(2020年度新規
参入事業者は9社) 。

⚫ 第4回に参加した買手事業者のうち13社(約13.5%)は第4回オークションから2021年度のＢＬ市場に
参加しており、うち9社は初めてのＢＬ市場への参加であった。

⚫ 買手事業者数が増えている要因としては、2021年度から預託金水準が引き下げられたこと、スポット市場
の価格動向等を踏まえた新電力のBL市場ニーズの拡大等が考えられる。また、第４回の買手事業者数が
70社と2021年度の他回よりも多かったこと、第4回から参加する事業者も一定数みられたことから、第4回(1
月末頃)以降のオークション開催については要望通り需要があったものと考えられる。

1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目 1回目 2回目 3回目 4回目

2019年度取引 2020年度取引 2021年度取引

買手事業者数 75 65 56 45 42 42 69 65 63 70

約定事業者数 12 17 22 15 18 17 7 6 32 10
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買手事業者数と約定事業者数の変遷

(社)

2019年度 2020年度 2021年度

参入買手事業者数 82社 59社 96社

年度別参入買手事業者数

2021年度参入買手事業者の内訳
2021年度の参入買手事業者数 96社

全オークションに参加 40社

1・2回目の両オークションに参加 16社

3・4回目のオークションのみ参加 9社

4回目のオークションのみ参加 (1～3回目は不参加) 13社

4回目のオークションのみ不参加 (1～3回目は参加) 9社

その他 (例：2回目のみ参加) 9社
※参加事業者名にて集計しており、同一事業者の名称変更等は考慮していない。
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(参考)ＢＬ市場の発電側・小売側の参入実績・意向について

(出所)第61回制度設計専門会合 (2021年5月31日) 資料３より
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(参考)市場環境を取り巻く変化②

⚫ 一方で、需給がひっ迫する時間帯等においては、昨冬のように、スポット市場価格が高くなることも考
えられ、スポット市場は大きな価格変動リスクを伴う市場であることを再認識する必要がある。

⚫ これまで、事業者による市場価格の変動リスクに備えるための手段として、先渡市場・先物市場とと
もに、BL市場の整備を行ってきた。事業者においては、そのようなリスクヘッジ手段をうまく活用しつ
つ、適切なリスク管理を行う経営が期待される。

（出所）第29回電力・ガス基本政策小委員会 （2021年1月19日）資料5 およびhttps://www.nedo.go.jp/content/100862107.pdf p54,p55より
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(参考)ヘッジ手段に関する審議状況

（出所）第55回制度設計専門会合（2021年2月5日）資料4より
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(参考)2021年度基準エリアプライスと2021年度受渡分約定価格の比較(北海道)

約定価格(円/kWh) 約定量(億kWh)
BL市場約定単価<基準エリアプライスと

なったコマ数の割合

2020年度第1回オークション 8.63 0.4 55.9%

2020年度第2回オークション 9.09 0.4 52.2%

2020年度第3回オークション 9.19 0.2 51.4%

※JEPXのＨＰ資料をもとに作成。
※北海道エリアの基準エリアプライスとなる北海道のエリアプライス(2021/4/1~2022/2/28)と比較。現時点における2021年度の状況を示すものであり、2022年度以降の取引状

況を保証するものではない。
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(参考)2021年度基準エリアプライスと2021年度受渡分約定価格の比較(東日本)

約定価格(円/kWh) 約定量(億kWh)
BL市場約定単価<基準エリアプライスと

なったコマ数の割合

2020年度第1回オークション 7.52 4.4 66.5%

2020年度第2回オークション 7.65 1.7 64.9%

2020年度第3回オークション 7.40 3.3 68.3%

※JEPXのＨＰ資料をもとに作成。
※東日本エリアの基準エリアプライスとなる東京のエリアプライス(2021/4/1~2022/2/28)と比較。現時点における2021年度の状況を示すものであり、2022年度以降の取引状況

を保証するものではない。
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期間平均エリアプライス
(2021/4/1~2022/2/28)

12.7円/kWh
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(参考)2021年度基準エリアプライスと2021年度受渡分約定価格の比較(西日本)

約定価格(円/kWh) 約定量(億kWh)
BL市場約定単価<基準エリアプライスと

なったコマ数の割合

2020年度第1回オークション 6.50 4.9 86.6%

2020年度第2回オークション 6.06 7.4 90.9%

2020年度第3回オークション 6.20 6.3 89.6%

※JEPXのＨＰ資料をもとに作成。
※西日本エリアの基準エリアプライスとなる関西のエリアプライス(2021/4/1~2022/2/28)と比較。現時点における2021年度の状況を示すものであり、2022年度以降の取引状況

を保証するものではない。
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13.0円/kWh



１．ベースロード市場の概要
２．ベースロード市場の現状
３．ベースロード市場の在り方に関する論点
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論点１：2022年度のＢＬ市場について

⚫ 第４回オークションについて売手事業者・買手事業者にヒアリングを行った結果、開催自体については両者より
肯定的な意見が得られた。他方、売入札量が他回と比較して減少した要因としては、時期の問題だけではな
く、例年と比べて相対取引の引き合いが強いこと、足下の情勢踏まえると燃料価格のボラティリティへの対応とい
う点から燃調の無い固定価格販売にリスクを感じたこと等、昨年度の開催決定時との違いも挙げられた。

⚫ ヒアリング結果より、現時点では2022年度分相対契約の締結が終了おらず評価は難しいものの、ＢＬ市場
市場で約定しなかった電源の多くは相対契約等に活用されていると考えられる。

⚫ また、第4回について売手事業者からは参加任意での継続を希望する声が多数であった。また、買手事業者
からは制度的な供出を求める声もあったが、相対契約等の時期を考慮し、制度的に供出を求めると相対契
約等に影響が及ぶ可能性を指摘し、任意での継続を求める声もあった。

⚫ 第4回オークションに対する両者のニーズがあること、2021年度足下の状況を踏まえた売札・買札の入札状況
等踏まえると、引き続き市場の活性化状況を注視しつつ、第4回オークションについては、2022年度も同様
に大規模発電事業者の供出量を任意として開催することとしてはどうか。

売手事業者 買手事業者

第4回オークションの
開催について

・販売手段が１つ増えたとして肯定的に捉えている。
・相対取引や供給計画策定もありスケジュール上の難しさがある。

・燃料価格を見込みやすく入札がしやすかった。
・1つの価格水準にもなり、相対契約等に応用ができる。

第4回オークションの
入札量について

・予定通り供出できた。
・第3回で多く約定したため出さなかった。
・燃調のある相対契約を優先した。

・予定通り入札できた。
・常時バックアップを増やした関係で入札量が減少した。
・相対契約の状況踏まえつつ入札できた。

売手側が任意参加
であることについて

・相対取引等の契約時期と被るため、任意制での継続を希望。 ・義務化を希望。
・相対契約に影響ある可能性あり、任意制を希望。

<ヒアリングにより得られた第４回オークションに対するご意見の抜粋>
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(参考)今後のＢＬ市場について

⚫ 他方、売入札者・買入札者へのヒアリングにおいては「燃調付商品の導入」や「常時バックアッ
プとの整合性」「１年物以外の商品の導入」等さまざまな要望が寄せられている。

⚫ このような観点からも検討が必要であるが、今後のＢＬ市場については、他市場や相対契
約との関係も勘案し、市場全体の在り方と合わせて継続した議論が必要ではないか。

＜ＢＬ市場の商品＞

➢ 燃料価格が大きく動いている現状を踏まえると、ＢＬ市場においても燃調付商品があるとありがたい。

➢ 販売先との契約は４月開始のもののみではないため、４月開始だけではなく他月開始の商品等あるとありがたい。たとえば、７
月オークションは受け渡しまで８ヶ月程度間隔があるため、１０月受け渡し等も考えられるのではないか。

➢ １年契約の商品だけではなく、６ヶ月や３ヶ月、１年超等の商品があるとありがたい。

＜常時バックアップとの関係＞

➢ ＢＬ市場での約定量と常時バックアップ量との整合性について見直して欲しい。

➢ 常時バックアップからＢＬ市場への移行をより促して欲しい。

＜預託金水準＞

➢ 預託金により、ＢＬ市場は相対契約と比較して資金繰りに懸念がある状態になっており、その点で劣後する。

➢ 預託金水準の引き下げは新規参入を促す一方、信用リスクも増加している点も考慮した水準を維持して欲しい。

<ＢＬ市場に対するご意見>



論点２：制度設計時からの状況変化（分断値差）について

⚫ 他方、足下ではエリア間の分断率も上昇する等、市場範囲などの制度設計を行った時点と比較して状況が
変わりつつある。

⚫ 例えば、2021年度以降九州⇔中国間連系線の分断率は上昇しており、2021年4月～2022年2月の分
断値差も2円程度と、 2017年に市場範囲を議論した際の北海道⇔東北間、東京⇔中部間の分断値差と
同水準となっている。分断率が上昇し値差が生じているエリアの参加者がＢＬ市場にて約定した場合、約定
価格での受け渡し・受け取りが困難になってきている。

【エリアプライス】ー【基準エリアプライス】 (直近１年の移動平均値)
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＜ＢＬ市場の清算の仕組み＞※

ＢＬ市場
精算価格

ＢＬ市場
約定価格

エリア
プライス

基準エリア
プライス

値差(ＢＬ市場)

＜基準エリアプライス(現時点)＞
➢ 北海道市場・・・北海道エリアプライス
➢ 東日本市場・・・東京エリアプライス
➢ 西日本市場・・・関西エリアプライス

＜市場毎のエリア分類＞
➢ 北海道市場・・・北海道
➢ 東日本市場・・・東京、東北
➢ 西日本市場・・・中部、関西、北陸、中国、四国、九州

※第16回制度検討作業部会(2017年12月12日)資料4より作成
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(参考)現状のＢＬ市場の市場範囲について

(出所)第13回制度検討作業部会 (2017年10月30日) 資料4より
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(参考)2021年12月第68回制度設計専門会合にてスポット分断状況

(出所)第68回制度設計専門会合 (2021年12月21日) 資料8より

⚫ スポット市場の分断状況は、2017年にBL市場の制度設計を行った時点から変化している。
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論点２：制度設計時からの状況変化（分断値差）について

⚫ 現在の市場範囲は、全国一律とした場合エリア間値差リスクがあるため、そのリスクを適切にヘッジ
する仕組みとして当面は市場分断の頻度を考慮した市場範囲に分割するとしたものであり、必
要に応じた見直しを行うとしている。また、エリアを跨いでスポット市場にて受け渡しを行うため、現
在の精算の仕組みを採用しているものである。

⚫ 市場設計以降のスポット市場分断率の増減については、再エネの導入拡大等の理由が考えられ
る。限界費用が原則０円である再エネ導入量が市場で急速に拡大し、0.01円/kWhとなる時間
帯も増加している。

⚫ 市場設計当初からの状況変化により、一部エリアではBL市場での約定価格と約定した電気の精
算価格に差が生じ、 BL市場約定価格での受け渡しが困難になりつつある。それにより、売手事業
者としては費用を適切に回収できないリスクが、買手事業者としてはBL市場約定価格での購
入ができないリスクが生じているが、どのように考えるか。

⚫ BL市場は先渡市場・先物市場とともに整備してきた、価格変動リスクに備えるためのヘッジ手段で
もあるという視点も踏まえて、精算の方法やＢＬ市場の市場範囲の在り方についても、現状を踏
まえた見直しを検討する必要があるか。


